
○ 平成１６年全国消費実態調査による推計結果のほうが、平成１９年国民生活基礎調査による推計結果よりも
低所得世帯率は小さく 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は大きい傾向がみられる

調査結果概要（別添）

低所得世帯率は小さく、低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は大きい傾向がみられる。

これは、前者のほうが後者よりも世帯当たりの年間収入と貯蓄現在高の推計値が高いことによると考えられる
（いわゆる「統計のクセ」 ※両調査の比較については１１頁参照）。

平均年間収入 第Ⅰ－５分位の境界値 平均貯蓄現在高

○ また、保護世帯比の推計に当たり、生活保護基準未満の世帯は全て生活保護を受給していないと仮定してい

平成１６年度全国消費実態調査 ５９８万円 ２８７万円 １，４２５万円

平成１９年度国民生活基礎調査 ５６７万円 ２１４万円 １，１４３万円

る（注）。
このため、低所得世帯に被保護世帯が含まれている場合には、保護世帯比は過小評価されることとなる。

（注）年間収入には生活保護費を含めた社会保障給付費が含まれる。ただし、収入額から生活保護費を分離することが不可能であり、個票データから生
活保護受給の有無を判定できない。

低所得世帯率
低所得世帯数に対する被保護世帯

数の割合（保護世帯比）

所得のみ 資産※１を考慮 所得のみ 資産※１を考慮

H16全国消費実態調査 最低生活費１
（生活扶助＋教育扶助）

％
４．９

％
０．３

％
２９．６

％
８７．４

H16全国消費実態調査 最低生活費２
（最低生活費 住宅扶助）

６．７ ０．７ １．０ ２３．８ ７５．８ ６８．４
（最低生活費１＋住宅扶助）

H19国民生活基礎調査
（生活扶助＋教育扶助＋高等学校等
就学費※２）

１２．４ ４．８ １５．３ ３２．１

※１ 資産には、保有する住宅・土地等の不動産や、自動車、貴金属等の資産の評価額は含まれない。また、親族からの扶養や稼働能力の有無な
どが不明であるため、上記低所得世帯が保護の受給要件を満たしているか否かは判断できない。さらに、仮に保護の要件を満たしていても、生活
保護は申請に基づいた制度であることから、今回の調査から得られた「保護世帯比」が、申請の意思がありながら生活保護の受給から漏れてい
る要保護世帯（いわゆる漏給）の割合を表すものではない（２ページ参照）。

※２ 高等学校等就学費は平成１７年度に創設された。
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２ 全国消費実態調査（最低生活費２）

• 収入が最低生活費２（最低生活費１＋住宅扶助）未満の世帯は、資産を考慮しないフロー所得のみで見た
場合 約 世帯（ ） 資産を考慮 た場合 約 世帯（ ）と推定される

全国消費実態調査

場合、約３１１万世帯（６．７％）、資産を考慮した場合、約３１ ４５万世帯（０．７ １．０％）と推定される。

• 世帯類型別に見ると、母子世帯の低所得世帯率が最も高く、フロー所得のみの場合で５５．５％、資産を考
慮した場合で１１．６ １６．９％と推定される。

• 低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合（保護世帯比）は、フロー所得のみの場合で２３．８％、資産

総世帯数 最低生活
費未満の

うち資産
要件を満

被保護
世帯数

低所得世
帯率 ①

低所得世帯
率②

保護世
帯比①

保護世帯比②

低所得世帯数 対する被保護世帯数 割合（保護世帯比） 、 所得 場合 、資産
を考慮した場合で７５．８ ６８．４％と推定される。

A

費未満の
世帯

B

要件を満
たす世帯

C

世帯数

D

帯率 ①

B/A

率②

C/A

帯比①

D/(B+D)
D/(C+D)

総数
万世帯

４ ６７４
万世帯

３１１
万世帯

３１ ４５
万世帯

９７
％

６ ７
％

０ ７ １ ０
％

２３ ８
％

７５ ８ ６８ ４総数 ４，６７４ ３１１ ３１ ４５ ９７ ６．７ ０．７ １．０ ２３．８ ７５．８ ６８．４

単身世帯 １，３０７ １３９ １５ ２１ ７１ １０．７ １．２ １．６ ３３．９ ８２．４ ７７．１

高齢者世帯 ４７４ ６６ ６ ９ ３８ １４．０ １．３ １．８ ３６．１ ８５．８ ８１．１

その他の世帯 ８３３ ７３ ９ １２ ３４ ８．７ １．１ １．５ ３１．７ ７８．９ ７３．２

２人以上世帯 ３，３６７ １７２ １６ ２４ ２６ ５．１ ０．５ ０．７ １３．０ ６２．０ ５２．１

高齢者世帯 ４１６ １４ １ ５ ３．４ ０．３ ２４．８ ８１．２ ７８．０

母子世帯 ３３ １８ ４ ６ ８ ５５．５ １１．６ １６．９ ３１．１ ６８．３ ５９．７

その他の世帯 ２ ９１８ １３９ １１ １７ １３ ４ ８ ０ ４ ０ ６ ８ ４その他の世帯 ２，９１８ １３９ １１ １７ １３ ４．８ ０．４ ０．６ ８．４ ５４．１ ４３．３

（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

（注）「高齢者世帯」とは、６５歳以上の者のみで構成されている世帯か、これに１８歳未満の者が加わった世帯をいう。「母子世帯」とは、現に配偶
者がいない６５歳未満の母親と１８歳未満のその子（養子を含む）のみで構成されている世帯をいう。 7



（参考）子どものいる世帯（再掲）

全国消費実態調査

総世帯数

A

最低生活
費未満の
世帯

B

うち資産
要件を満
たす世帯

C

被保護
世帯数

D

低所得世
帯率 ①

B/A

低所得世
帯率②

C/A

保護世
帯比①

D/(B+D)

保護世帯比②

D/(C+D)

最
低

総数
万世帯

１，３１７
万世帯

６９
万世帯

７
万世帯

１２
％

５．２
％

０．５
％

１４．５
％

６４．０

現役世帯 １，２７１ ６６ ６ １１ ５ ２ ０ ５ １４ ７ ６４ ０低
生
活
費
１

現役世帯 １，２７１ ６６ ６ １１ ５．２ ０．５ １４．７ ６４．０

大人１人 ４７ １７ ２ ９ ３５．４ ５．２ ３４．３ ７８．１

大人２人以上 １ ２２３ ４９ ４ ３ ４ ０ ０ ３ ４ ９ ３９ ４１ 大人２人以上 １，２２３ ４９ ４ ３ ４．０ ０．３ ４．９ ３９．４

非現役世帯 ４６ ４ ０．２ ０．４ ７．８ ０．５ １０．７ ６５．３

総数 １ ３１７ ９３ １１ １７ １２ ７ １ ０ ８ １ ３ １１ ２ ５１ ５ ４０ ６

最
低
生

総数 １，３１７ ９３ １１ １７ １２ ７．１ ０．８ １．３ １１．２ ５１．５ ４０．６

現役世帯 １，２７１ ８９ １１ １６ １１ ７．０ ０．８ １．３ １１．２ ５１．３ ４０．７

大人１人 ４７ １９ ４ ６ ９ ４０ ８ ３１ １活
費
２

大人１人 ４７ １９ ４ ６ ９ ４０．８ ８．０ １１．６ ３１．１ ６９．８ ６１．４

大人２人以上 １，２２３ ７０ ７ １１ ３ ５．７ ０．６ ０．９ ３．５ ２６．８ １８．８

役非現役世帯 ４６ ４ ０．３ １ ０．４ ８．２ ０．７ １．５ １０．３ ５７．１ ３８．４

（注）「現役世帯」とは、世帯主の年齢が１８歳以上６４歳以下の世帯をいう。「大人」は１８歳以上の者、「子ども」は１７歳以下の者をいう。
（資料）平成１６年全国消費実態調査特別集計、平成１６年被保護者全国一斉調査（個別調査）

8


